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１．令和７年度会計別決算概況

区 分 一般会計 特別会計

歳入総額（Ａ） 1,916 1,295

歳出総額（Ｂ） 1,873 1,282

差引残額（形式収支）
（Ｃ）=（Ａ）-（Ｂ） 44 12

翌年度への繰越財源
（Ｄ） 13 0

実質収支
（Ｅ）=（Ｃ）-（Ｄ） 30 12

(億円)

一般会計決算の特徴

決算規模は、歳入・歳出とも２年ぶりの増（過去２番目の大きさ）
【参考】Ｒ６：歳入 約1,832億円、歳出 約1,779億円

実質収支は、約30億円
【参考】R6:約41億円、R5：約４４億円、Ｒ４：約３９億円

プライマリーバランスは、約111億円の黒字(８年連続の黒字)
【参考】R6:約149億円、R5：約３５億円、Ｒ４：約92億円

市債残高（臨時財政対策債を除く）は、前年度末に比べ約２億円の増

財源対策基金残高は、６年連続の増加で、前年度末に比べ約１３億円の増
（財政調整基金は約４億円の増）

経常収支比率は9５．0％となり、前年度に比べ1.3ポイント低下

実質公債費比率は7.2％となり、前年度に比べ0.2ポイント上昇
（第９次高松市行財政改革計画の目標値7.0％）

※以下、四捨五入の関係上、各表間の計数、増減率が合わない場合がある。

決算規模の順位は
手持ち資料①で分かる

計画期間R6～R9

実質収支等は（補佐作
成の概要でも分かる
が、）本締め日に決算
総括がとりまとめる決
算剰余金の処分に係
る資料でも分かる。

特会は（補佐作成の概
要でも分かるが、）出
納室から決算総括に
本締め日に送られる現

計表でも分かる。

概要の数字を四捨五入

第一係長担当の手持ち
資料参照

調査表33表参照

「基金の状況」参照

調査表14表参照



２．歳入（款別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

市税
（＋35億円、＋5.4%）

個人市民税(＋28.3億円）、固定資産税（＋5.2億円）、
法人市民税（＋1.1億円）の増など

国・県支出金
（＋33億円、＋6.7%）

児童手当費等負担金（＋19.5億円）、定額減税不足額給付金
事業費補助金（＋16.4億円）、子育て応援手当支給事業費補
助金（＋12.0億円）、学校給食費管理事務費補助金（＋7.2億
円）、障害福祉サービス給付費負担金（＋6.2億円）、国勢調査
費委託金（2.2億円）の増、
定額減税補足給付金事業費補助金（▲29.6億円）の減など

市債
（＋17億円、＋19.0%)

脱炭素化推進事業債（＋16.3億円）、保育所施設整備債
（＋3.6億円）、照明灯管理債（＋2.9億円）、園舎等整備債
（＋2.7億円）、塩江温泉郷観光振興事業債（＋2.4億円）、民
間活力の導入による中央公園再整備事業債（＋2.0億円）の増、
臨時財政対策債（▲12.3億円）の減など

地方交付税
（＋12億円、＋5.1%)

普通交付税（＋11.6億円）、特別交付税（＋0.6億円）の増

地方譲与税・交付金
（▲７億円、▲3.7%)

地方特例交付金（▲19.1億円）の減、
地方消費税交付金（＋9.1億円）、株式等譲渡所得割交付金
（＋2.1億円）、利子割交付金（＋1.1億円）の増など

総額：１，９１６億円

市税

686億円

35.8%

諸収入

44億円

2.3%

その他

135億円

7.0%

国・県支出金

524億円

27.3%

市債

103億円

5.4%

地方交付税

250億円

13.1％

地方譲与税・

交付金

174億円

9.1%

区分は概要から。
理由は決算総括作成
の増減表を基に作成。
なお、R8決算は事務
事業名と細々目名を
合わせた関係で実質
的な増減が無いもの
が上がってくる可能
性があるため、適宜担
当へ確認すること。

（出も同じ）
交付税は整理簿見た

らすぐ分かる。

[右クリック]→[デー
タの編集]にて編集

（以降同じ）
内側の円グラフと別
ページの自主財源比
率も同じデータ内に

あり

自主財源

865 億円

45.1%

依存財源

1,051 億円

54.9%

端数調整で地方交
付税の％と

市債の額を手入力
で変更（データラベル
の書式設定→現在の
ラベルの書式を複製
にすると戻る。）



３．市税の内訳及び推移
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(億円)

市税は、個人市民税、固定資産税の増などにより、前年度比で約34.9億円の増（＋5.4％）となっている。
なお、個人市民税定額減税（約18.1億円）の影響額を踏まえると、前年度比で実質約16.8億円の増となっている。

税目 R７決算額 R６決算額 増減額 増減率

個人市民税 260.8 232.6 28.3 12.2%

法人市民税 76.4 75.3 1.1 1.4%

市民税計 337.2 307.8 29.4 9.5%

固定資産税 280.8 275.6 5.2 1.9%

軽自動車税 14.9 14.4 0.5 3.3%

市たばこ税 29.0 29.6 ▲0.6 ▲1.9%

入湯税 0.4 0.3 0.0 12.1%

事業所税 24.1 23.7 0.4 1.5%

合計 686.3 651.4 34.9 5.4%

654.6 

644.1 

640.5 

651.6 
654.9 

651.4 

686.3 

630

640

650

660

670

680

690

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

市税の推移
（億円）

R4と全く
同じにした

R8はグラフは
過去５年にす

る？
見え方を踏ま
えて要協議



４．歳出（目的別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

総務費
（▲19億円、▲9.8%）

定額減税補足給付金事業費（▲29.6億円）の減、
職員退職手当基金積立金（＋4.6億円）、施設整備基金積立
金（＋3.2億円）、国勢調査費（＋2.2億円）の増など

民生費
（＋60億円、＋7.4%）

児童手当費等（＋18.0億円）、定額減税不足額給付金事業費
（＋16.4億円）、子育て応援手当支給事業費（＋11.8億円）、
障害福祉サービス給付費（＋8.7億円）、障害児通所支援事業
費（＋4.6億円）、保育所施設整備費（＋4.1億円）の増など

衛生費
（＋29億円、＋19.4%）

脱炭素化推進事業費（＋18.2億円）、妊娠期からの子育て
世代包括支援事業費（＋3.2億円）、次期ごみ処理施設整備
事業費（＋2.9億円）、収集運搬費（＋2.1億円）、南部クリー
ンセンター管理費（＋1.4億円）の増など

土木費
（＋28億円、＋22.4%）

新駅等整備事業費（＋8.7億円）、民間活力の導入による中
央公園再整備事業費（＋4.3億円）、下水道事業会計負担金
（＋4.1億円）、公園等再整備事業費（＋3.7億円）、照明灯管
理費（＋3.0億円）、公共交通利用促進事業費（＋2.1億円）
の増など

公債費
（▲13億円、▲7.1%）

元金償還金（▲14.2億円）の減、
市債利子（＋1.2億円）の増など
※増減額の内、▲12.9億円はR6年度に休日の関係で前年
度末支払い分の一部を支払った影響によるもの

総額：１，８７３億円

総務費

179 億円

9.6%

民生費

867 億円

46.3%

衛生費

181 億円

9.7%

農林水産業費

28 億円

1.5%

商工費

32億円

1.7%

土木費

154 億円

8.2%

消防費

54 億円

2.9%

教育費

196 億円

10.4％

公債費

171 億円

9.1%

その他

11 億円

0.6%

決算総括作成の前年度
増減比較を基に作成。
ざっくりで良いので、区
分欄の増減額と理由欄
の増減額が同じくらい
になるように理由欄を
上から記載。次頁以降

も同じ。

端数調整で教
育費の％と

商工費の額を
手入力で修正



５．歳出（性質別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

扶助費
(＋14億円、＋2.5%）

児童手当費等（＋18.5億円）、定額減税不足額給付金事業費
（＋14.9億円）、子育て応援手当支給事業費（＋11.5億円）、
障害福祉サービス給付費（＋8.7億円）の増、
定額減税補足給付金事業費（▲28.2億円）の減など

人件費
(＋８億円、＋2.2%）

職員給与費（＋8.5億円）、会計年度任用職員報酬等（＋5.1
億円）、国勢調査費（＋2.0億円）の増、
退職手当（▲7.5億円）の減など

建設事業費
(＋53億円、＋45.５%）

脱炭素化推進事業費（＋18.2億円）、新駅等整備事業費
（＋8.7億円）、民間活力の導入による中央公園再整備事業費
（＋4.3億円）、保育所施設整備費（＋4.1億円）、塩江温泉郷
観光振興事業費（＋4.1億円）、公共交通利用促進事業費
（＋3.3億円）、園舎等整備費（＋3.3億円）の増など

物件費
(＋８億円、＋3.3%）

収集運搬費（＋2.1億円）、情報処理システム開発費（＋2.0億
円）、固定資産税等課税費（＋2.0億円）、定額減税不足額給
付金事業費（＋1.4億円）の増など

補助費等
（＋10億円、＋5.9%）

下水道事業会計負担金（＋4.1億円）、中小企業等物価高騰対
策支援事業費（＋2.2億円）、放課後児童クラブ管理運営費
（＋1.7億円）、市税過年度分還付金及び加算金等（＋1.6億
円）の増など

総額：１，８７３億円

扶助費

567 億円

30.3%

人件費

353 億円

18.9％公債費

171 億円

9.1%

建設事業費

168 億円

9.0%

物件費

247 億円

13.2%

補助費等

177 億円

9.5%

繰出金

124 億円

6.6%

維持補修費

23 億円

1.2%

その他

43 億円

2.2％

義務的経費

1,091 億円

58.3％

投資的経費

168 億円

9.0%

その他経費

614 億円

32.7％

財政第二係長
が担当の性質
別増減資料を

基に作成

概要に合わせて
扶助費と義務的
経費とその他経
費の額と、人件
費・その他の％を
手入力で修正

切上げ・切捨ての
項目について、課
内レク時に要調

整！



６．市債残高の推移
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・市債残高は、前年度比約59.2億円の減（▲3.5％）となっており、臨時財政対策債は発行が皆減したことなど
により、  約６１．2億円の減（▲９.１％）、臨時財政対策債を除く市債残高が約2.0億円の増（＋0.2％）となって
いる。

・臨時財政対策債の市債残高は、４年連続で減少したが、臨時財政対策債を除いた市債残高は２年ぶりに増加した。

923 1,005 1,023 1,007 1,015 1,024 1,007 1,064 1,026 1,027 

730 
747 756 765 766 778 756 720 

669 608 

1,653 
1,752 1,779 1,772 1,781 1,802 1,764 1,784 
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1,635 
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

臨時財政対策債

臨時財政対策債を除いた額

調査表３３表で確認
（87・95行の１・９列）

臨時財政対策債除き２億
円増と言いながらグラフ
は違う。（五入と四捨の

差）

（億円）



７．財源対策基金現在高の推移
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市債の償還に充てるため減債基金を取り崩した一方、決算剰余金の積立てや、市有施設の老朽化対策等を見
据えた施設整備基金の積立てなどにより、財源対策基金現在高は６年連続で増加し、前年度比で約12.8億円
の増（＋7.0％）となっている。
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施設整備基金

減債基金

財政調整基金

（億円）

基金担当が作成の「基金
の状況」で分かる。



８．自主財源比率の推移
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自主財源については、繰入金（▲10.5億円）などが減となった一方で、市税（＋34.9億円）などの増加により、前年度比
で約29.4億円の増（＋3.5％）となった。
依存財源については、地方特例交付金（▲19.1億円）などが減となった一方で、国・県支出金（＋33.0億円）などの増加

により、前年度比で約55.1億円の増（＋5.5％）となった。
この結果、自主財源比率は前年度比で0.5ポイントの減となっており、物価高に係る国の経済対策の実施などによ

り、国庫支出金の財源に占める割合が令和元年度以前と比べ高い状態が続いている。

●自主財源比率とは
歳入全体に占める自主的に収入できる財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、繰越金、諸収入）の比率。

(%)
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50.6 50.0 
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９．プライマリーバランスの推移
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プライマリーバランスは市債の借入が増加（脱炭素化推進事業債＋16.3億円など）したことや公債費が減少
（▲13.0億円）したことなどにより、前年度比で悪化しているものの、８年連続での黒字を維持している。

●プライマリーバランスとは
政策的な支出を新たな借金に頼らずに、その年度の税収等でまかなわれているかどうか、子どもや孫など

次の世代に負担を先送りしているかどうかを示す指標。
【計算式】 （歳入総額－市債）－（歳出総額－公債費）

（億円）
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これは第一係長が計算
（手持ち資料関係）

要は建設事業費
の増で悪化



10．経常収支比率の推移
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●経常収支比率とは
地方公共団体の財政構造の弾力性を示す指標。比率が低いほど弾力性が大きく望ましい。
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高松市 中核市平均

※普通会計ベース

（％）

中核市の平均は中核市
会のHPから確認。

高松市の数字が出るの
は7/1頃？後から動か

ないか要注意。

扶助費の児童手当費等（＋18.5億円）など、経常的経費が増加（＋12.0億円）したものの、地方税（＋34.9億円）など
の経常一般財源が増加（＋27.2億円）したことなどから、前年度比で、1.3ポイントの低下となっている。

結果的に誤りにならあ
いよう性質も入れるこ

と



11．実質公債費比率の推移
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元利償還金などに係る基準財政需要額算入額の減などにより、前年度比で0.2ポイント上昇している。

●実質公債費比率とは
地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標。
18％以上になると、起債に当たり許可が必要となる。（第９次高松市行財政改革計画の目標値7.0％）
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※普通会計ベース

R8は（R5が外れるため）
爆上がりだろうから、その
原因の説明に当たり、しっ

かり分析が必要

実質公債費比率を出す総括
表③を分析。

実質公債費比率は、総括と
密③で言うと、

〔（①～⑦の合計）―（⑧～
⑪の合計）〕÷〔（⑫～⑭の合
計）―（⑨～⑪の合計）〕

過去３年の平均数値のため、
平均の対象から外れる４年
前と決算年度を比較して分
析（例：R8とR5を比較）
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